別紙２
令和　　年　　月　　日
指定管理者募集要項等に係る質問書
　小国町長　仁　科　洋　一　殿
質問者　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　
団体等名称　　　　　　　　　　　　　　　
担当者所属　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　
連　絡　先　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　
　小国町白い森交流センターの指定管理者募集要項等について、次のとおり質問します。
	質問項目
	

	該当箇所
	募集要項・仕様書・資料（　　　　　）
	ページ

	質問の内容
	


※質問書は、令和７年１０月８日から１０月１０日までの期間中に提出してください。
別紙３
令和　　年　　月　　日
現地説明会参加希望届

　小国町長　仁　科　洋　一　殿
希望者　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　
団体等名称　　　　　　　　　　　　　　　
担当者所属　　　　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
担当者連絡先　　　　　　　　　　　　　　
　令和７年１０月１４日に開催される小国町白い森交流センターの指定管理者応募者現地説明会に参加したいので、次のとおり届出します。
	参加者

	（役職名）
	（氏名）

	
	

	
	

	（備考）


様式第１号
令和　　年　　月　　日
指定管理者指定申請書
　小 国 町 長 　仁　科　洋　一　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
住　所　　　　　　　　　　　　　　
団体等名称　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話番号
　小国町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定に基づき指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　施設の名称　　　小国町白い森交流センター
２　添付書類
　(1)　当該施設の管理計画書（様式第２号）
　(2)　団体等の登記事項証明書
　(3)　団体等の定款、寄付行為又は会則の写し
　(4)　団体等の直前の事業年度の貸借対照表又は損益計算書
　(5)　類似施設での活動状況報告書（過去３カ年分）
　(6)　町税その他の納付義務を証する書類
　(7)　誓約書（様式第３号）
様式第２号
団体等名称　　　　　　
小国町白い森交流センターの管理計画書
１　管理運営方針について
　(1)　団体の経営方針
　(2)　小国町白い森交流センターの管理運営方針
　(3)　施設の目的及び活動の振興方策
　　①　営業等の期間設定の考え方
　　②　施設の平等な使用のための方策
　　③　利用者の安全確保のための方策
　　④　利用者増加のための方策
　　⑤　施設利用者の満足度向上のための方策
　　⑥　環境保全のための方策
　　⑦　個人情報保護及び情報公開の方策
　(4)　この施設を中心とした地域活動支援（協働）方策
２　管理運営の体制等について
　(1)　人員配置計画
　(2)　人材育成、研修計画
　(3)　施設への要望等の集約及び改善方法
　(4)　緊急時の対応計画
３　施設管理の方法について
　(1)　施設管理の考え方
　(2)　管理経費の収支計画
　　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項目
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項目
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※消費税及び地方消費税を含む。
　　※項目は、必要に応じ適宜細分類するなど追加すること。
　　※委託を予定している業務については、内容と金額を記載すること。
４　今後の運営に当たっての提案等
　(1)　予定する自主事業の内容
　(2)　施設の課題に関する提案
（記載上の注意）
１　用紙は、Ａ４版縦とする。必要に応じて別紙添付も可とする。
２　記載項目は、必要に応じて様式の項目の後に追加すること。

様式第３号
誓　　約　　書
　当団体は、小国町白い森交流センター指定管理者候補者募集要項に定める応募資格中の下記事項について、すべて該当する者であることを誓約いたします。
　(1)　地方自治法施行令第１６７条の４の規定により一般競争入札等の参加を制限されていない団体であること。
　(2)　小国町から指名停止処分を受けていない団体であること。
　(3)　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき更生又は再生手続きを行っていない団体であること。
　(4)　団体又はその代表者が町税その他の納付義務を完全に履行していること。
　(5)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団の利益となる行動を行う団体でないこと。
　(6)　町内に営業所、事業所を有する団体若しくは協定締結時までに町内に営業所、事業所を設置することができる団体であること。
　令和　　年　　月　　日
住　所　　　　　　　　　　　　　　
団体等名称　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印　
